











り，40 年近くの間において大きな成果を収めた。世界的に見て，2015 年 9 月の国連サミットに
おいて全会一致で「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」が採択され，持続可能な開発目
標（SDGs）の一つとして，2030 年に「あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる」と宣
言した1）。それを受けて，2015 年 10 月に北京で開催された「2015 グローバル貧困削減・発展ハ




















の人あたりの純所得は 2.69 倍増加し，温飽もできない貧困人口は 2.5 億から 1.25 億に減少し，















に支援する貧困県の農民たちの一人あたりの純収入は 1986 年の 206 元から 1993 年の 483.7 元と
なり，貧困人口は 1.25 億から 8000 万に減少し，年平均 640 万人の減少であり，6.2％ 逓減した。




る。1994 年に改めて決められた 592 の国家級重点貧困県のうち，中西部の貧困県は 82％ を占
め，貧困人口は全体の 91.1％ を占める8）。
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このような状況に対応するため，1994 年に国務院は「国家八七扶貧攻堅計画（1994-2000）」










は 3.4％ に低下した。国の認定した貧困県の貧困人口は 3800 万人も減少し，貧困発生率は 17 ポ
イントも下がった。経済発展のテンポも加速し，貧困県農民の人あたり純収入は 1994 年の 648
元から 2000 年の 1337 元に増え，年平均 12.8％ の成長である9）。
（四）全面的総合開発扶貧段階（2001-2010 年）
「国家八七扶貧攻堅計画」期間終了後，貧困人口が大幅に減少し，農村の貧困現象も大きく緩










2010 年に確定した貧困基準で試算して，2010 年末現在，農村貧困人口は 2000 年と比較して
6800 万人も減少し，貧困人口の農村人口に占める割合が 2000 年の 10.2％ から 2010 年の 2.8％























準で試算すれば，全国の農村貧困人口は 2011 年の 1 億 2238 万人から 2019 年の 551 万人に減少





もっとも一般的なものとして世界銀行の「1 日 1.9 ドルで暮らす者」（国際貧困ライン）があり，
これはミレニアム開発目標の「極度の貧困と飢餓の撲滅」にも用いられる。貧困削減や貧困撲滅
の効果というのは，貧困の基準，つまり貧困ラインと密接に関連する。
中国は 1978 年貧困基準から 2008 年貧困基準へ，さらに 2010 年貧困基準と，何度も貧困基準
を見直してきた。現行の基準は 2010 年不変価格基準であり，年間所得 4000 元未満である。価格
要因を取り除き，不変価格で計算すれば，現行の 2010 年貧困基準は 1978 年基準より 140％，
2008 年基準より 81.1％ 増加した。ここ数十年，貧困基準が高くなったが，貧困人口が着実に減
少した。2010 年貧困基準により統計すると，中国の農村貧困人口は 1978 年の 7.7 億人から 2000
年の 4.62 億人，2015 年の 5575 万人，2019 年の 551 万人に減少した。貧困発生率は 1978 年の
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97.5％ から 2000 年の 49.8％，2015 年の 5.7％，2019 年の 0.6％ に低下し，1978 年から 2019 年ま




ことになる。世界銀行のデータによると，1981～2015 年において中国は貧困人口を 7 億 2800 万
人もなくし，その間，世界その他の地域で貧困脱却した人口はわずか 1 億 5200 万人である15）。
貧困発生率からみた場合，1 日 1.90 ドルの国際貧困ラインで推計すれば，この期間において中国











































い。世界銀行は 2017 年 10 月から低所得国・低中位所得国・高中位所得国・高所得国について，
2011 年の購買力平価によりそれぞく 1.9 米ドル・3.2 米ドル・5.5 米ドルと 21.7 米ドルの絶対的貧
困ラインを適用した19）。今，中国の貧困基準は年間収入 4000 元であり，世界銀行の 1 日 1.9 米
ドルに近い。しかし，2019 年に中国の国内総生産（GDP）は 100 兆元に近づき，1 人当たりの


















が一貫して 0.47 以上を徘徊しており，2008 年に 0.491 にもなった。2014 年以後，少し下がって
きているが，2018 年現在，0.468 の高いレベルとどまっている21）。
李克強首相は 5 月 28 日，第 13 期全国人民代表大会（全人代）第 3 回会議後の記者会見で，中
国の一人あたりの年収は 3 万元だが，毎月の収入が 1000 元の人は 6 億人いると述べて，国内外
で大きな話題となった。実は，その発言の裏付けとなるデータは国家統計局が毎年公表してい
る。それは世帯を調査対象として一人当たりの可処分所得を低い方から順次第 I～第 V の五分
位階級別の所得状況である。2019 年のデータでは第 I，第 II 階級を合わせた 40％ の世帯は 6 億




たり所得格差は 2013 年の 2.82 倍から 2018 年の 2.72 倍にわずかに縮まっただけであり，全国住














































年金制度については，2009 年 9 月に全国の 10％ の県や県レベルの市などの行政区域で「新型
農村年金保険制度」を試行し，その後は試行地域を拡大した。個人が保険料を払い，村が補助金
を出し，国庫負担を加え，三者出資による財源で運営され，満 60 歳になったら毎月最低 55 元の
基礎年金給付と個人口座からの年金を受給する。2014 年 2 月 7 日に行われた国務院常務会議に
おいて，新型農村年金保険制度と都市住民年金保険制度を統合し，全国統一の都市・農村住民年
金保険制度が創設された24）。保険料は 100 元から 2000 元まで 12 基本等級があり（各地域は等級
の増設は可能），多く納付すればするほど，老後，より多く支給を受けるようになっている。所
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